職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（概要）

総務部人事局企画厚生課
■改正の理由

・平成26年度給与改定に係る本府人事委員会の勧告等を踏まえ、給料表の見直し等、所要の改正を行うもの。

■改正の内容
　１　平成26年度の給与改定について
（１）職員の給与に関する条例の一部改正（第１条、第６条関係）

　　ア　府内民間給与との公民較差を解消させるため、人事委員会勧告のとおり給料表等を改定する。

　　イ　交通用具使用者にかかる通勤手当の額を改める。
　　ウ　通勤不便者に対する通勤手当を廃止する。

　　（２）職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部改正（第２条関係）

　　　　ア　６月期及び12月期の勤勉手当の支給割合をそれぞれ改める。

　　（３）一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正（第３条関係）
　　（４）一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正（第４条関係）

　　（５）知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例の一部改正（第５条関係）

　　（６）職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正（第９条関係）

　　　　ア　義務教育費国庫負担金の算定基準額の引上げに伴い、教員特殊業務手当の額を改める。
　２　「給与制度の総合的見直し」に係る給与改定について

（１）職員の給与に関する条例の一部改正（第６条関係）

　　ア　人事委員会勧告のとおり給料表等を改定する。（給料表は国の取扱いに準じて平均2％の引下げ）
　　イ　単身赴任手当の基礎額及び加算額の限度の月額を国に準じて改める。
　　（２）一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正（第７条関係）

　　（３）一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正（第８条関係）
■施行期日
　　上記１：公布日（平成26年４月１日から適用）。ただし、（１）ウ及び（６）アについては平成27年４月1日
上記２：平成27年４月１日
　　　　　　（理由：人事委員会勧告において実施が求められている期日に合わせるため）
■政策アセスメント・制度間調整
　　財政課、教育委員会及び人事委員会と調整済み。
